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3  この点について、拙稿「90 年代以降の改憲論の現状と問題点」専修大学社会科学研究所月報 504 号（2005
年 6 月 20 日号）32 頁以下参照。 





























                                 
4  両院憲法調査会報告書の平和主義に関する批判的考察については、さしあたり、憲法運動通巻340号（2005
年 5 月 3 日）「『憲法調査会報告書』総批判」所収の前原清隆・木下智史・塚田哲之の各論文、法律時報
2005 年 9月号「特集 憲法調査会報告書を検証する」所収の水島朝穂「憲法調査会は憲法九条をどう扱
ったか」、浦田一郎「報告書における集団的自衛権問題」参照。 




























































に、侵略戦争の違法化への流れは、20 世紀の 2度の世界大戦を経験する中で、1919 年の国際連
盟規約、1928 年の不戦条約、1945 年の国際連合憲章で、すでに国際法上確立した原理であり、












第 3に、憲法 9条の評価と憲法改正の限界についてである。 





















されず、憲法 9条 2項は、「国家の交戦権」の否認を明確に規定しているからである。 
また、日本国憲法の全構造からみても、①宣戦布告や講和についての規定がないこと、②国
防義務や徴兵制についての規定がないこと、③国家緊急権（有事立法）についての規定がない
－ 24 － 
こと、④憲法 76 条 2項は特別裁判所の設置を禁止により軍法会議の設置が禁止されていること
などから、日本国憲法が戦争を行うことを前提としていない規範構造になっていることは明ら
かであるからである5。 






れ、武力の行使は行わないなどの大きな制約が課されているのは、9 条 1 項が武力行使の禁止
を定めるとともに、2 項が交戦権の禁止を規定しているからに他ならない。憲法 9 条及び日本














                                 




7  この点については、本シンポジウムでの山内敏弘教授の指摘があった。憲法学説で、9条 2 項改正につい
て、改正限界を超えるとする見解として、さしあたり、佐藤功『ポケット註釈全書 憲法（下）〔新版〕』
（有斐閣、1984 年）1254 頁、古川純「自民党『新憲法草案』の狙うもの－『戦争のできる軍事国家』へ
の道－」軍縮問題資料 302 号（2006 年 1月号）13 頁参照。 































































                                 
8  筆者の憲法前文に関する「平和憲法史観」及び「責任」戦後補償の規範論について、内藤光博・古川純
編『東北アジアの法と政治』（専修大学出版局、2005 年）所収、第 2 章「戦後補償裁判と日本国憲法」参
照。 
－ 27 － 
筆者は、こうした日本国憲法に込められた歴史観を、「平和憲法史観」と呼んでいるが、衆参
両院の報告書では、このような日本国憲法に込められたが歴史観が完全に欠落していると思う。
その意味でも、両院の報告書で多数を占めたものと思われる憲法構想は、日本国憲法とは断絶
したものであり、かつ同一性を欠いたものと考えるのである。 
